様式第７号（第1５条関係）
愛媛県臨床調査個人票等電子化推進事業費補助金に係る
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
第　　　号　
年　　月　　日　
　愛媛県知事　中村　時広　様
補助事業者名　　　　　　　　　　　　　　　印
　令和　年　月　日付け愛媛県指令６健第　　号で、補助金交付決定の通知があった標記補助金について、愛媛県臨床調査個人票等電子化推進事業費補助金交付要綱第15条の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助金交付要綱第８条の補助金の額の確定額

　　（　　　年　月　日付け　第　　　号による額の確定通知額）

                        金　　　　　　　　円也
２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額

                        金　　　　　　　　円也
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額
              　金　　　　　　　　円也
４　補助金返還相当額（３－２）

                        金　　　　　　　　円也
５　添付書類
　　　３の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等
（報告が０円の場合）
（愛媛県臨床調査個人票等電子化推進事業）
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
報告額が０円である理由書
　　　　　　　　補助事業者名
所在地　　　　
事業主体名　
代表者職氏名　
　　　　　　　　
報告額が０円である理由について該当するものにチェック☑してください。
□　消費税の申告義務がない
□　簡易課税方式により申告している
□　公益法人等であって、特定収入割合が５％を超えている（該当する公益法人等については消費税法別表第３を参照してください。）
□　補助対象経費にかかる消費税を、個別対応方式において、「非課税売上のみに要するもの」として申告している
□　その他
（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※０円であることの証拠書類は提出不要です。
